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神戸製鉄所火力発電所（仮称）設置計画 

環境影響評価準備書に対する意見書 
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    京都府京都市中京区帯屋町 574 番地 高倉ビル 305   
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代表者名 浅岡
あさおか

 美恵
み え

                  
連絡先  075-254-1011                
※環境影響評価法施行規則第 12 条の規定により、氏名及び住所（法人その

他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
は必ずご記入願います。 

 

環境影響評価法第 18 条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を、次のとおり提出する。                                

意見の内容及びその理由 
＜気候変動／地球温暖化の観点から＞  
意見 1:石炭を燃料とする問題について  
 燃料を石炭にすることは、周辺への大気汚染に加え、CO2の大量排出によって気候変動に甚

大な影響を及ぼし、施設の稼働そのものが著しく環境を破壊するものである。また、石炭火力

発電は今後、気候変動対策の強化や市場動向の変化、再生可能エネルギーなどの他の電源との

競争によって採算が取れなくなり、座礁資産となる可能性が指摘されている。 
 2017 年 1 月に関西電力が気候変動対策等を理由に兵庫県赤穂市の火力発電所の燃料を石炭

に転換する計画を断念したことを受け、環境大臣がその決定を歓迎し、「石炭火力は将来性に

乏しい」として他事業者にも石炭火力発電所建設の再考を促している。さらに 2017 年 8 月 1
日には、中部電力による武豊火力発電所の計画に対して事業の再検討を求めている。こうした

状況からも、時代錯誤な石炭を燃料とする大規模な火力発電所を新たに建設することは認めら

れない。 

意見 2:温室効果ガスの排出源単位について 
 気候変動対策の観点から見れば、今後建設される発電所は、少なくとも LNG 火力は達成し

ている約 0.350kg-CO2/kWh の水準を満たすべきであるとともに、たとえ LNG 火力発電所で

あっても、建設は慎重に検討が行われる必要がある。ましてや、本計画は大量に温室効果ガス 
（1 枚に記載しきれない場合は、裏面(続き)をご使用ください。） 

【備考】 
提出先：〒657-0863 神戸市灘区灘浜東町 2 番地 

株式会社神戸製鋼所 電力事業部門 西日本電力プロジェクト部 宛 
（神戸製鉄所コミュニティセンター、BB プラザ神戸では、備え付けの意見書箱に投函できます。） 

提出期限：平成 29 年 8 月 24 日（木）まで(郵送は当日消印有効。意見書箱での受付けは午後 5 時まで。) 
【注】 

・ご記入いただいた個人情報は、環境影響評価法に基づく手続きだけに使用し、他の目的に使用する事はございません。 
・弊社では、個人情報保護の重要性を十分認識し、ご記入いただいた個人情報は適正に取り扱う事としております。なお、ご記

入いただいた意見内容に限っては、公表する可能性がありますので、予めご了承ください。 
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意見の内容及びその理由 

を排出する大規模な石炭火力所である。USC を採用することによって CO2 の排出源単位を低

減するとしているが、予測される原単位は 0.760kg-CO2/kWh と LNG の約 2 倍にのぼる。さ

らに「低炭素社会実行計画」で示された「2030 年度に排出係数 0.37kg-CO2/kWh」とする目標

に対しても約 2 倍と大きく上回り、目標の達成を困難にするものである。 
 このように本計画における排出原単位は非常に大きく、本計画が稼働すれば、準備書によれ

ば年間約 692 万 t もの CO2が 30～40 年にわたって排出されることとなり、大量の CO2排出を

固定化する事業は実施するべきではない。 

意見 3:「パリ協定」及び「日本の長期目標」との整合について 
 本計画では運転開始時期を 2021 年及び 2022 年とし、30 年間に渡って関西電力に電力を供

給する計画であり、2050 年を超えて CO2 排出を固定化させることになる。したがって事業者

は長期的な視点で CO2排出削減を検討する必要がある。 
 2016 年 11 月、地球の気温上昇を 2℃未満にすることを目標とし、今世紀後半には CO2排出

を実質ゼロにすることとしたパリ協定が発効した。本計画では、施設の稼働による温室効果ガ

ス等への環境影響を低減するために環境保全措置を講じるとあるが、研究機関 Climate 
Analytics によるレポートでは、パリ協定の達成のためには、日本は 2030 年までに石炭火力発

電所を無くす必要があるとされている。実際に、前田建設株式会社が大船渡市に計画していた

火力発電所の燃料を石炭からバイオマスに変更すると先般発表したが、その理由として「パリ

協定」に言及している。 
 また日本政府は、第四次環境基本計画(2012 年 4 月 27 日閣議決定)において、2050 年に温室

効果ガス排出量を 80%削減させる目標を掲げている。しかし、本計画が実行されれば、排出は

減らず、むしろ増えることになる。 
 このように「パリ協定」の合意に反し、国の目標達成をも危うくする本計画の正当性は認め

られない。 

意見 4：低炭素社会実行計画との整合について 
 事業者は、売電先である関西電力が電気事業低炭素社会協議会に参加し、「電気事業におけ

る低炭素社会実行計画」の目標達成を目指すことをもって、本計画は国の CO2排出削減の目標

や計画との整合性があるとしている。しかし、これは自社の事業による CO2排出の責任を他社

に転嫁するものである。そもそも石炭火力発電を行うこと自体が、準備書に記載のある「実行

計画実現に寄与できるよう取り組む」ことと反している 

意見 5： 事業者が記載した CO2 総排出量削減策について 
 環境影響評価方法書において兵庫県知事は、「二酸化炭素を大量に排出する施設の設置者と

して（中略）、総排出量の削減方策について、自ら行うものに売電先の対策を加えて定量的に 
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明らかにすること」を求めている。これに対し、準備書 p426 において事業者の見解が示され

ているが、事業者の取組みとしては導入予定の発電プラントが USC であることを述べている

だけで、削減策は実質的に何も示していない。また、本準備書の審査の一環で 2017 年 8 月 8
日に開催された第 157 回神戸市環境影響評価審査会において、事業者は準備書 p426 に該当す

る内容を図示したものを「温室効果ガスへの対応について」として提出（審査会資料 6）して

いるが、そこで示された「施設稼働に伴う増加分の削減策」も自社分の削減策は鉄鋼事業部門

の上工程集約を示したのみで、単なる数字合わせにすぎない。 
 事業者が、売電先（関西戦力）の対策として提示したものにも問題がある。LNG・重油を燃

料とする既設設備の稼動抑制は、その分の発電を CO2排出原単位が高い石炭火力によって代替

するに他ならず、同じ発電量であったとしても排出が増えることとなる。また、電力需要は減

少傾向にあるものの、総需要が増えた場合には、既設火力からの排出が増えてしまう可能性も

ある。このため、関西電力が発電量に上限を設け、確実に示された数値を達成する保証をしな

ければ、実現性の極めて低い対策である。加えて、関西電力の再生可能エネルギー増加を全国

平均の再エネ比率増から算出しているのも適切ではない。これは、兵庫県知事ならびに市民に

誤解を与えるもので、極めて身勝手な説明である。このような積算を行う事業者の見識を疑う

と共に「総排出量の増加がない」という事業者の説明は成り立たない。 
 なお、事業者は上述の審査会において「関西電力の火力発電所老朽化に伴うリプレース計画

の一環である」という認識を示した。であるならば、買い手である関西電力を伴って社会に説

明をするべきである。こうした責任逃れの発言は、兵庫県知事・神戸市長意見ならびに市民に

対して誠意ある対応とは言えない。発電所を建設・管理する事業者は、説明責任を果たす義務

を負っており、改善することを強く求める。 
 
＜大気環境の観点から＞ 
意見 6：発電所の立地と大気汚染について 
 準備書によれば、発電所の建設地周辺には、保育園・幼稚園・こども園が 122 箇所、小中学

校が 65 箇所、医療施設や高齢者福祉施設が 723 箇所も存在し、さらに最寄りの住宅地からは

わずか 400m しか離れていない。この極めて特異な立地条件にあることは、既設の 140 万 kW
の発電所建設時から再三に渡って市民から懸念の声が示されている。このような場所であらた

に 130 万 kW の事業を行うことは、地元有力企業であるにも関わらず、環境改善を求める声を

無視する行為である。かつての大気汚染地域において、大規模汚染源を追加すること自体、立

地上の問題があり、事業を中止すべきである。 

意見 7：大気汚染の評価方法について 
 高炉を休止することにより、周辺における大気環境への影響は低減されると評価・説明して

いる。しかし、これは高炉の稼働が含まれた値をバックグラウンド濃度と設定して算出した結 
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果である。本来であれば、現状の高炉と発電所の運転による影響を含んだ値から、高炉休止を

差し引いた値を設定した上で寄与度を算定しなければ、新設計画における環境影響、寄与は明

らかにされないと考えられる。このことから、バックグラウンド濃度の算定をあらためた上で、

評価をやり直すことを求める。 
 また予測評価地点が一般局しかないが、自排局を含めて評価すべきである。国道 43 号線沿

いに居住する市民も少なくないことから、地域の事情を踏まえ、自排局も含めて予測・評価す

べきである。 

意見 8：大気汚染物質の増減の評価について 
 事業者は、本準備書で、高炉を休止することで発電所を新設しても大気汚染物質の排出は減

少すると記載し、さらに説明会でも同様の説明を行った。その際、市民の側からの、大気汚染

物質の濃度ではなく「総量」を示すように求める声に対し、環境濃度が環境基準を超えないの

で問題ないと回答した。 
 しかし、事業者が神戸市に提出した「環境保全協定報告書 H27 年度」を基に NOX、SOX、

ばいじんの排出量を推計した数値は下記になる。 

 現状 本計画実施後 

NOX 1,316t 

 神戸製鋼所*           306ｔ 

 神戸発電所*          1,010t 

 神戸製鉄所火力発電所     - 

2,216t 

 神戸製鋼所＜廃止＞        0ｔ 

 神戸発電所*          1,010t 

 神戸製鉄所火力発電所*  1,206t 

SOＸ 485t 

 神戸製鋼所*               97ｔ 

 神戸発電所*              388t 

 神戸製鉄所火力発電所     - 

1,417t 

 神戸製鋼所分＜廃止＞      0ｔ 

 神戸発電所*           388t 

 神戸製鉄所火力発電所*  1,029t 

ばいじん 54t 

 神戸製鋼所*                3ｔ 

 神戸発電所*               51t 

 神戸製鉄所火力発電所     - 

158t 

 神戸製鋼所＜廃止＞         0ｔ 

 神戸発電所*             51t 

 神戸製鉄所火力発電所*    147t 

  *推計値 

 上記の推計では、仮に高炉が休止されたとしても、新設される発電所によって NOx の排出

量は 1,000t、SOx は 900t、ばいじん 100t 程度の増加する恐れがある。これでは、大気汚染は

改善されるどころか悪化する可能性がある。市民を誤信させる恐れがあることから、準備書に

は大きな欠陥があると言わざるをえない。このことから、仮に本計画を継続する場合は、準備

書手続きをやり直し、説明会等を開催し市民に説明すべきである。 

 



意見書用紙（続き 4） 
 

意見の内容及びその理由 
意見 9：適用されるべき NO2環境基準値の値 
 準備書 p750 第 12.1.1.1-77 表は環境基準の年平均相当値として 0.030ppm を用いており、同

表注 3 の関係式によれば、上記相当値は、環境基準の上限・日平均 98％値 0.06ppm を適用し

た値であると考えられる。 
 しかし、環境基準告示（昭 53 環告 38）は、「二酸化窒素について、1 時間値の 1 日平均値が

0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、原則としてこのゾーン内にお

いて現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものとす

る」と規定されている（現状非悪化の原則）。事業予定地域付近では、1 時間値の 1 日平均値が

0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域が広がっている。このような地域において

新たに建設される巨大汚染源の汚染影響を評価するものであり、環境基準の下限日平均 98％値

0.04ppm（注 3 関係式によれば、年平均相当値は 0.019ppm となる）に照らした評価をするべ

きである。準備書 p750 に示されているように、事業予定地に近い灘浜局の NO2のバックグラ

ウンド濃度は、この基準を既に超えている。そうすると、環境基準告示に照らして事業者は調

査・予測・評価しなければならない。NO2 の環境基準を、1 時間値の 1 日平均値 0.06ppm と

定めて環境影響評価を行った本準備書は、不十分な評価となっている。 
 ゾーン内における新たな大規模発生源の建設に対してまで、NO2環境基準の上限を適用する

のであれば、上限までの汚染を許容することとなり、大気汚染の改善を遅らせてしまうことに

なる。現状非悪化の原則に照らして考える必要があることから、現状よりも悪化させる恐れが

ある本計画については事業の見直しが必要である。 
 事業実施地域は自動車 NOx・PM 法の指定地域となっており、総量規制のもとで削減努力を

積み重ねてきた地域である。しかし、新設される発電所の稼働によって NOx の総量は増加す

ると推定され、自動車排ガス対策による効果を全て打ち消すという大きなマイナス効果がもた

らされる可能性がある。これは自動車部門における削減努力にタダ乗りすることになるもの

で、看過できない。 
 この他、光化学オキシダントと PM2.5 については環境基準が未達成であるにもかかわらず

予測や評価がされていないことから、周辺大気環境への影響を考慮すると、本計画は立地上の

瑕疵がある。 
 以上の事由から、計画を根本から見直すことを強く求める。 
 
＜水環境の観点から＞ 
意見 10：排水処理設備の発生汚泥や排水について 
 準備書においては、排水処理設備がどのような方式なのか、特に水銀等の処理について、説

明が不十分である。周辺沿岸域は市民が釣りを楽しむ場でもあり、釣った魚を食べる機会も 
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多いことから、十分な説明・検証が必要であると考える。具体的には次の 2 点の説明を要求す

る。 
 ①脱硫装置の排水は総合排水処理設備で処理されると思われることから、排水及び汚泥に含

まれる水銀等重金属類の濃度と量を明らかにすること 
 ②処理設備出口直後での水質管理項目と評価基準値を示すこと 

意見 11：温排水の環境への影響について 
 既設発電所を合わせると、温排水の量は膨大なものになる。準備書において 125 ㎥/秒とされ

ているが、淀川の平水流量 193 ㎥/秒の 3 分の 2 に相当する規模となる。そのような大量の温

排水を閉鎖性の高い海域に大量に放流することになる。 
 また、拡散予測に基づく 18.1ｋ㎡という範囲の信憑性についてモデルの妥当性が検証されて

おらず、不十分である。仮に事業者の示す範囲であったとしても、水質や水生生物に与える影

響が検証されるべきであり、影響が少ないと評価することは妥当ではないと考える。 
p1016 の図によると、表層水の温度が広範囲にわたって 3℃上昇し、六甲アイランド南岸まで

到達するとされている。3℃海水温が上昇することで生態系が変わり、市民のレクリエーショ

ンの場が失われる可能性があり、さらなる検証が必要である。 

意見 12：３次元モデルの検証結果について 
 環境影響評価方法書において兵庫県知事意見は、水質について「施設の稼動に伴う排水（温

排水）について、（中略）生態系を考慮した 3 次元モデルによる流動・水質シミュレーション

解析を実施し、この結果を検証のうえ水温を含めた水質に関する予測及び評価を適切に行うこ

と」を求めているが、事業者は検証を行ったとは記載しているものの準備書には 3 次元による

評価については記載しておらず、「本事業の実施による環境への影響はほとんどないことを確

認しております。」と記載しているのみである。検証結果は、市民を含む第三者が確認できる

ようにすることが必要であり、説明が不十分である。 
 
＜その他＞ 
意見 13：情報公開のあり方について 
 環境アセスメントにおいて公開される準備書は、縦覧期間が終了しても閲覧できるようにす

るべきである。そもそも環境アセスメントは住民とのコミュニケーションツールであり、でき

るかぎり住民に開かれたものであるべきである。縦覧期間後の閲覧を可能にするほか、縦覧期

間中もコピーや印刷を可能にするなど利便性を高めるよう求める。「無断複製等の著作権に関

する問題が生じないよう留意する」ことは、ダウンロードや印刷を禁じる理由とはならない。 

                             
 



意見書用紙（続き 6） 
 

意見の内容及びその理由 
意見 14：提出データの検証について 
 事業者による工場の環境データ改ざん事件が 2006 年に明らかになっていることを踏まえる

と、事業者は公開データに不正がないことを第三者にチェックさせた上で公表する体制を整

え、発電所稼働中にその運用に責任をもつべきである。チェックは、事業者の不正行為の前歴

があることを踏まえた、万全の体制とする必要がある。また、この過去の経緯から、事業者が

行う環境影響評価は中立的な機関に委託するのが望ましいと言える。しかし、p1473 に記載さ

れている環境影響評価を委託した事業者の名称などによると、自社の関連会社や、電力の売り

先である関西電力の関連会社に調査を委託している。これでは、事業者の社会的信用度からす

ると信頼を得ることは難しく、本準備書の第三者機関による検証が必要であると考える。準備

書手続きのやり直しを強く求める。 
以 上 

 


